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「憲法改正国民投票法案」に対する併合修正案要綱

第一 国民投票の対象

一 憲法改正に係る国民投票

与党案原案どおり、この法律は、日本国憲法第９６条に定める日本国憲

法の改正（以下「憲法改正」という ）について、国民の承認に係る投票。

（以下「国民投票」という ）に関する手続を定めるとともに、あわせて。

憲法改正の発議に係る手続の整備を行うものとすること。

二 憲法改正問題についての国民投票制度に関する検討（附則に規定）

国は、この法律の公布後速やかに、憲法改正を要する問題及び憲法改正

の対象となり得る問題についての国民投票制度に関し、その意義及び必要

性の有無について、日本国憲法の採用する間接民主制との整合性の確保そ

の他の観点から検討を加え、必要な措置を講ずるものとすること。

第二 投票権者の年齢

一 年齢

日本国民で年齢満１８年以上の者は、国民投票の投票権を有するものと

すること。

二 法制上の措置（附則に規定）

１ 国は、この法律が施行されるまでの間に、年齢満１８年以上満２０年

未満の者が国政選挙に参加することができること等となるよう、選挙権

を有する者の年齢を定める公職選挙法、成年年齢を定める民法その他の

法令の規定について検討を加え、必要な法制上の措置を講ずるものとす

ること。

２ １の法制上の措置が講ぜられ、年齢満１８年以上満２０年未満の者が

国政選挙に参加すること等ができるまでの間、国民投票の投票権を有す

るのは、年齢満２０年以上の者とするものとすること。

第三 投票用紙への賛否の記載方法及び「過半数」の意義

一 投票用紙への賛否の記載方法

１ 投票用紙には、賛成の文字及び反対の文字を印刷しなければならない

ものとすること。
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２ 投票人は、憲法改正案に対し賛成するときは投票用紙に印刷された賛

成の文字を囲んで○の記号を自書し、憲法改正案に対し反対するときは

投票用紙に印刷された反対の文字を囲んで○の記号を自書するものとす

ること。

３ 投票用紙に印刷された反対の文字を×の記号、二重線その他の記号を

記載することにより抹消した投票は賛成の投票として、投票用紙に印刷

された賛成の文字を×の記号、二重線その他の記号を記載することによ

り抹消した投票は反対の投票として、それぞれ有効とするものとするこ

と。

二 「過半数」の意義

国民投票において、憲法改正案に対する賛成の投票の数が投票総数（憲

法改正案に対する賛成の投票の数及び反対の投票の数を合計した数をい

う ）の２分の１を超えた場合は、当該憲法改正について国民の承認があ。

ったものとすること。

第四 国民投票運動が禁止される特定公務員の範囲

中央選挙管理会の委員及び中央選挙管理会の庶務に従事する総務省の職員

並びに選挙管理委員会の委員及び職員並びに国民投票広報協議会事務局の職

、 、 （ 、員は 在職中 国民投票運動をすることができないものとすること 裁判官

検察官、公安委員会の委員及び警察官の国民投票運動は、禁止しないものと

すること 。）

第五 公務員等の国民投票運動

一 公務員等及び教育者の地位利用による国民投票運動の禁止

１ 公務員等は、その地位にあるために特に国民投票運動を効果的に行い

得る影響力又は便益を利用して、国民投票運動をすることができないも

。 、 。のとすること ただし 違反した場合の罰則は設けないものとすること

２ 教育者は、学校の児童、生徒及び学生に対する教育上の地位にあるた

めに特に国民投票運動を効果的に行い得る影響力又は便益を利用して、

国民投票運動をすることができないものとすること。ただし、違反した

場合の罰則は設けないものとすること。

二 公務員の政治的行為の制限に関する検討（附則に規定）

国は、この法律が施行されるまでの間に、公務員が国民投票に際して行
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う憲法改正に関する賛否の勧誘その他意見の表明が制限されることとなら

ないよう、公務員の政治的行為の制限について定める国家公務員法、地方

公務員法その他の法令の規定について検討を加え、必要な法制上の措置を

講ずるものとすること。

第六 組織的多数人買収罪

組織的多数人買収罪について、①明示的な勧誘が行われたこと、②供与さ

れた物品等について多数の者に対する意見の表明の手段として通常用いられ

ないものに限ること、という要件を追加した上で、与党案原案を維持するも

のとすること。

第七 国民投票における周知広報

一 国民投票公報の内容

国民投票公報には、憲法改正案及びその要旨並びに憲法改正案に係る新

旧対照表その他参考となるべき事項に関する分かりやすい説明並びに憲法

改正案を発議するに当たって出された賛成意見及び反対意見を掲載するも

のとすること。

二 説明会の削除

憲法改正案に関する説明会の開催について、国民投票広報協議会が行う

事務から削除するものとすること。

三 国民投票広報協議会及び政党等による放送及び新聞広告

１ 放送

① 国民投票広報協議会は、日本放送協会及び一般放送事業者のラジオ

放送又はテレビジョン放送の放送設備により、憲法改正案の広報のた

めの放送をするものとすること。この放送は、国民投票広報協議会が

行う憲法改正案及びその要旨その他参考となるべき事項の広報並びに

憲法改正案に対する賛成の政党等及び反対の政党等が行う意見の広告

からなるものとすること。

② ①の放送において、国民投票広報協議会は、憲法改正案及びその要

旨その他参考となるべき事項の広報を客観的かつ中立的に行うものと

すること。

③ ①の放送において、政党等は、憲法改正案に対する賛成又は反対の

意見を無料で放送することができるものとすること。①の放送に関し
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ては、憲法改正案に対する賛成の政党等及び反対の政党等の双方に対

して同一の時間数及び同等の時間帯を与える等同等の利便を提供しな

ければならないものとすること。

④ ①の放送において意見の放送をすることができる政党等は、当該放

送の一部を、その指名する団体に行わせることができるものとするこ

と。

２ 新聞広告

① 国民投票広報協議会は、新聞に、憲法改正案の広報のための広告を

するものとすること。この広告は、国民投票広報協議会が行う憲法改

正案及びその要旨その他参考となるべき事項の広報並びに憲法改正案

に対する賛成の政党等及び反対の政党等が行う意見の広告からなるも

のとすること。

② ①の広告において、国民投票広報協議会は、憲法改正案及びその要

旨その他参考となるべき事項の広報を客観的かつ中立的に行うものと

すること。

③ ①の広告において、政党等は、無料で、憲法改正案に対する賛成又

は反対の意見の広告をすることができるものとすること。①の広告に

関しては、憲法改正案に対する賛成の政党等及び反対の政党等の双方

に対して同一の寸法及び回数を与える等同等の利便を提供しなければ

ならないものとすること。

④ ①の広告において意見の広告をすることができる政党等は、当該広

告の一部を、その指名する団体に行わせることができるものとするこ

と。

第八 国民投票に関する放送

一 国民投票に関する放送についての留意

一般放送事業者等は、国民投票に関する放送については、放送法第３条

の２第１項の規定（放送番組編集の準則）の趣旨に留意するものとするこ

と。

二 投票日前の国民投票運動のための広告放送の制限

何人も、国民投票の期日前１４日に当たる日から国民投票の期日までの

間においては、第七の三１による場合を除くほか、一般放送事業者等の放

送設備を使用して、国民投票運動のための広告放送をし、又はさせること
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ができないものとすること。

第九 施行期日及び施行までの間の国会法の適用に関する特例（附則に規定）

一 施行期日

この法律は、公布の日から起算して３年を経過した日から施行するもの

とすること。ただし、国会法の改正規定（国民投票広報協議会に関する規

定を除く ）及び二は、公布の日以後初めて召集される国会の召集の日か。

ら、第一の二、第二の二１及び第五の二は、公布の日から施行するものと

すること。

二 この法律の施行までの間の国会法の適用に関する特例

憲法改正原案の提出及び審査に係る国会法の規定は、この法律が施行さ

れるまでの間は、適用しないものとすること。

第十 その他

その他所要の規定を整備するものとすること。


